
みどりの食料システム戦略実現技術開発・社会実装促進事業

＜対策のポイント＞
食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立の実現に向け、脱炭素化や環境負荷低減等のみどりの食料システム戦略の実現や、今後深刻化が見込

まれる気候変動等の政策課題に対応した革新的な品種・技術・生産体系の確立に資する研究開発を国主導で推進します。また、研究成果の社会実装に向
け、知財の活用を見据えた研究開発時からの戦略的な知財マネジメントの強化など研究開発環境の整備を実施します。

＜事業目標＞
○ 重要課題に対応する技術を開発し、農林漁業者等がその開発された技術を実践［令和11年度まで］
○ 知財マネジメントの強化、アウトリーチ活動の展開により、農林水産業・食品産業にイノベーションを創出［令和11年度まで］

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．研究開発
 食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立を実現させるため、
国主導で実施すべき重要な分野について、戦略的な研究開発を推進します。
① 新品種開発研究

 生産性向上や気候変動等に対応する新たな品種等の研究開発を推進
② 環境負荷低減対策研究

 みどりの食料システム戦略の実現に資する研究開発を推進
③ 気候変動適応研究
   温暖化に対する適応技術や新品目の適地適作予測等の研究開発を推進
④ 競争力強化研究

 生産性の向上や輸出の拡大等の現場ニーズを踏まえた、競争力強化に資する
研究開発を推進

⑤ 革新的技術創出研究
 バイオテクノロジー等の革新的な技術の創出に資する研究開発を推進

２．環境整備
 研究開発と成果の社会実装を効果的に行えるよう、知財の活用を見据えた
研究開発時からの戦略的な知財マネジメントの強化やアウトリーチ活動の展開等
の環境整備を行います。
① 戦略的研究開発知財マネジメント強化事業
② 海外・異分野動向調査
③ みどりの食料システム戦略実現のためのアウトリーチ活動の展開

［お問い合わせ先］農林水産技術会議事務局研究企画課（03-3501-4609）

【令和７年度予算概算要求額 3,054（1,804）百万円】

＜事業の流れ＞

新品種開発研究

気候変動適応研究 競争力強化研究 革新的技術創出研究

環境負荷低減対策研究
【研究内容】
・ 産学官の連携により、
食料安全保障の確保や
みどりの食料システム戦
略の実現に対応した革
新的な特性を持つ新品
種を効率的に開発 等【期待される効果】

・気候変動下における食料安全保障、および持続可能
な食料システムの構築を確実なものとし、輸出産業も
活性化 等

高温により、トマ
トの裂果が増加

【研究内容】
・栄養供給や病害抑止を増進させる
有機物の新たな施用技術の開発、
および土壌生物性の指標化を合わ
せて進めることで、土壌生物機能の
フル活用に資する有機物施用法の
意思決定手法を確立 等【期待される効果】

・微生物機能のフル活用により、リン等の効率的利用や
土壌病害抑止が図られ、化学肥料・農薬の使用量の
大幅削減に貢献 等

適地適作マップ

【研究内容】
・ 温暖化「デメリット」への適

応策（被害・水資源予
測と水管理等の適応策
）と温暖化「メリット」の利
用策（５-10年先の新
品目の適地適作情報の
マップ化等）を開発 等

【期待される効果】
・気候変動の影響を受け難い産地を
形成

・新品目の導入により産地活性化・
生産者の収益向上に貢献 等

マウス毒性試験

機器分析法

【研究内容】
・ マウス毒性試験に代

わる、STX（サキシ
トキシン）鏡像異性
体等を用いたホタテ
ガイ等の麻痺性貝
毒の正確な濃度決
定手法を開発 等

【期待される効果】
・EU等へホタテガイの販路を維持・
拡大することにより、輸出拡大を
実現 等

【研究内容】
・ スギ花粉米の実用化

に向けた作用機序の
解明、理論を裏付け
る安全性・有効性の
データの取得 等

【期待される効果】
・スギ花粉症の根治につながるスギ
花粉米の実用化

・農産物を活用した新たな事業の創
出 等

小麦の粒数を
増やして多収化

（写真：農研機構）

国

（国研）農業・食品産業技術総合研究機構
生物系特定産業技術研究支援センター

民間団体等 ※公設試・大学を含む （１①の一部の事業以外）
委託

交付（定額）

交付（定額）

一部委託

委託
民間団体等 ※公設試・大学を含む
民間団体等 ※公設試・大学を含む

（１①の一部の事業）

（１①の一部の事業）
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野菜種子安定供給対策事業

＜対策のポイント＞
野菜種子は、安定供給のため、日本の種苗会社が世界各地に分散して生産し供給しています。近年の食料生産との競合や気候変動、国内採種農家の高齢

化等に対応し、より盤石な供給体制を築くため、国内外の新たな採種地調査、国内の効率的な種子生産・保管技術等の開発・実証を支援します。

＜事業目標＞
野菜種子の安定供給の確保

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．海外採種地調査等事業
海外における採種地が、食料生産との競合や気候変動により、確保が難しくなる

中、将来にわたる野菜種子の安定供給を目的として行う、海外における新たな採
種地の確保に向けた現地調査、栽培適正試験等に必要な経費を支援します。

２．国内採種技術等開発・実証
採種農家の高齢化、人手不足に加え、採種には交雑防止可能な環境と高い栽

培技術を要することを踏まえ、
① 国内における新たな採種地確保に向けた現地調査、栽培適正試験
② 効率的な種子生産・保管技術等の開発・導入に向けた実証
を支援します。

［お問い合わせ先］輸出・国際局知的財産課（03-6738-6443）

＜事業の流れ＞

【令和７年度予算概算要求額 30（30）百万円】

採種地調査

同様の種属が栽培さ
れていない圃場間隔

山の谷間や離島等、
交雑しない環境

・効率的な種子生産・保管技術や新たな
品目・品種の導入実証

・新規で種子生産に取り組む生産者への
研修

調査項目（例）
• 採種地への輸送アクセス
• 栽培インフラ
• 交雑防止の環境
• 栽培・採種技術
• 気候条件
• 人件費、最低受託面積

新たな採種地の開拓に向け、種子生産に必要な栽培環境等の調査、栽培適正試験、
栽培実証等を国内外で実施。

対象品目
指定野菜：国民消費生活上重要な野菜（キャベツ、ダイコン、ニンジン等14品目）
特定野菜：指定野菜に準ずる重要な野菜（カブ、ゴボウ、ニラ等35品目）

国内の効率的な採種技術の開発・実証

ミツバチが飛べる
よう既存のパイプ
ハウスを高さ増し

日長は照明
で調整

適地の少ない国内採種には工夫が必要

世界各地に分散した生産によりリスクを回避するとともに、国内の種子生産
基盤を維持し、生産・供給構造を強靱化

国 民間団体等
定額、1/2以内
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【令和７年度予算概算要求額 30,100（26,100）百万円】
＜対策のポイント＞

中山間地域等において、農業生産条件の不利を補正することにより、将来に向けた農業生産活動の継続を支援します。

＜事業目標＞
耕作放棄を防止し、中山間地域等の農用地8.4万haの減少を防止［令和７年度から令和11年度まで］

日本型直接支払のうち
中山間地域等直接支払交付金

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞

１．中山間地域等直接支払交付金  29,200（25,800）百万円
農業生産条件の不利な中山間地域等において、集落等を単位に、農用地を維持・
管理していくための取決め（協定）を締結し、それにしたがって農業生産活動等を行
う場合に、面積に応じて⼀定額を交付します。

２．中山間地域等直接支払推進交付金    900（300）百万円
制度の適正かつ円滑な実施に向けた都道府県、市町村等の推進体制を強化します。

「農業生産活動等を継続するための活動」のみを行う場合は交付単価の８割（基礎単価）、 これに加えて
「ネットワーク化活動計画※１の作成」を行う場合は交付単価の10割を交付（体制整備単価） 

10m

0.5m

田：急傾斜
（傾斜：1/20）

21,000円/10a

地目 区分 交付単価
（円/10a）

田
急傾斜（1/20~） 21,000

緩傾斜（1/100~） 8,000

畑
急傾斜（15度~） 11,500

緩傾斜（８度~） 3,500

畑：急傾斜
（傾斜：15度）

11,500円/10a

2.7m

10m

【主な交付単価】

【対象地域】中山間地域等
（地域振興８法と棚田法指定地域及び知事が定める特認地域）

【対 象 者】集落協定又は個別協定に基づき５年以上継続して耕作を行う農業者等

【加算措置】

① 農業生産活動等を継続するための活動（耕作放棄の発生防止、水路・農道の管理活動等）
② 農業生産活動等の体制整備のための取組（ネットワーク化活動計画の作成）

【集落協定等に基づく活動】

［お問い合わせ先］農村振興局地域振興課（03-3501-8359）

加算項目（取組目標の設定・達成が必要） 10a当たり単価
棚田地域振興活動加算

棚田地域振興法に基づく認定棚田地域振興活動計画の対象棚田等
（田1/20以上、畑15度以上）の保全と地域の振興を支援

〔超急傾斜農地保全管理加算、スマート農業加算との重複は不可〕

10,000円
（田・畑）

棚田地域振興活動加算を受ける農地のうち超急傾斜農地
（田1/10以上、畑20度以上）

〔超急傾斜農地保全管理加算、スマート農業加算との重複は不可〕

14,000円
（田・畑）

超急傾斜農地保全管理加算
超急傾斜農地（田1/10以上、畑20度以上）の保全や有効活用を支援

6,000円
（田・畑）

ネットワーク化加算  【上限額：100万円/年】
ネットワーク化や統合による人材確保や活動の継続に向けた取組を支援

10,000円(最大※２)
（地目にかかわらず）

スマート農業加算  【上限額：200万円/年】
スマート農業による作業の省力化、効率化に向けた取組を支援

5,000円
（地目にかかわらず）

（注）本制度は、予算の範囲内で交付金を交付する仕組みです。申請額の全国合計が予算額を上回った場合、交付金が減
額されることがあります。

＜事業の流れ＞

※２ 協定面積の規模に応じて段階的に適用単価が変動
（～５ha部分）10,000円／10a、（５ha～10ha部分） 4,000円／10a、（10～40ha部分）1,000円／10a

※下線部は拡充内容

※１ 複数の集落協定間での活動の連携（ネットワーク化）や統合、多様な組織等の活動への参画に向けた計画

国 都道府県
市町村

定額
定額 農業者等

定額
（１の事業）

定額
市町村等 （２の事業）
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